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事業事前評価表

人間開発部基礎教育第一課

１．案件名

国　名：ミャンマー

案件名：初等教育カリキュラム改訂プロジェクト

The Project for Curriculum Reform at Primary Level of Basic Education

２．事業の背景と必要性

（1）当該国における教育セクターの現状と課題

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）では基礎教育の拡充が 2011 年に発

足した新政権の重点課題の 1 つであり、国際水準の教育を標榜し、国家教育法の制定や教育

基本法の改訂、学制改革や基礎教育行政の地方分権化等、大規模な教育改革に着手している。

これに伴い 2012/2013 年度の教育予算額は前年度に比べて倍増しており（2011/12　3.17 億ド

ル→ 2012/13　6.54 億ドル）
1
、改革の着実な推進が期待される。

初等教育（1 ～ 5 年生）は、総就学率が 117％（世界銀行、2010）に到達した。一方、中退

率は学年が進むにつれ上昇し、最終学年では 23％（ミャンマー教育省、2011）に達する。こ

れは、家庭の貧困や親の季節労働等による影響と並んで、教育内容の質の低さや教員の能力

不足が学習に対する子どもの興味 ･ 関心を阻害していることも原因と考えられている。

わが国は、ミャンマーが ASEAN に加盟した 1997 年から、同国教育省が進める児童中心型

教育
2
（Child-Centered Approach：CCA）の導入を支援すべく、先方からの要請に基づきカリキュ

ラム提言や教員研修等、基礎教育の質的向上に資する協力を継続してきた。その結果、2000
年の初等教育カリキュラム改訂で理科・社会・総合学習の 3 科目がわが国の提言を受け導入

された。さらに、上記 3科目を対象とした技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロ

ジェクト ･ フェーズ 2」（2008 ～ 2012 年）の終了後には、教育省の独自予算により協力成果

品（教師用指導書）が全国配布され、CCA 研修の全国展開も開始された。

しかし、上記のとおり児童中心型授業の普及を継続的に支援してきたものの、半数以上の

教科で 10 年以上改訂されていない教科書に基づき授業が実施され、アセスメントも依然とし

て暗記中心の状況であり、CCA の定着の障害となっている。

一方 2011 年以降、民政移管後の新政権下で国内の諸改革が急速に進み、それに呼応し

て教育セクターの改革も進められようとしている。教育省はカリキュラムや教科書、教員

養成・研修、アセスメント等に係る制度改革の実施予定で、包括的教育セクターレビュー

（Comprehensive Education Sector Review：CESR, 2012-2014）を実施中である。わが国は他ドナー

1
　 ミャンマー国教育セクター情報収集・確認調査ファイナルレポート p.20 表 2-1 の金額をチャットからドル換算（1 チャット＝

0.001025 ドル　2013 年 8 月現在）
2
　 児童中心型教育とは、教師の一方的な教え込みによる暗記型学習から転換して、子どもの興味・関心を重視した学習活動を展開

し創造的な思考力の発達をめざす教育アプローチである。子どもをとりまく環境に注目し、社会が直面するさまざまな問題や困

難をどう解決するかという問題解決学習を取り入れる。デューイ（20 世紀初頭の米国の哲学者）の教育理論に基づいており教育

の国際的潮流となっている。
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と共同で CESR を支援しており、特に初等教育カリキュラムの枠組み形成と教師教育に関し、

これまでの協力経験を活用しつつ主導的役割を果たしている。

以上の背景から、今後の社会ニーズに合致した学力を子どもが身につけられるよう、CESR
への技術支援をベースに、カリキュラム・教科書・アセスメントを一体的に整備するととも

に、学校教育現場において円滑に新カリキュラムを導入・実施するための教員（新規並びに

現職）の能力向上が必要である。

（2）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ

新政権の教育政策として大統領が発表した 10 項目の教育政策（The Guidance of the Head of 
State：10 points Education Policy）に基礎教育が重点項目として挙げられている。また次期国家

開発計画策定に向けて 2012 年に発表された教育セクター計画では、「基礎教育初等レベルに

おける CCA の効果的実施」が優先事項として挙げられている。

本プロジェクトは、この CCA の効果的実施のためのカリキュラム・教科書改訂を支援す

る。

（3）教育セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

日本政府の対ミャンマー経済協力方針（2012 年）の三本柱の 1 つである「経済・社会を支

える人材の能力向上のための支援」に位置づけられる。ミャンマーに対する教育分野の協力

実績は以下のとおり。

・個別専門家「基礎教育カリキュラム改善」（1997 ～ 2000 年）

・開発調査「基礎教育改善計画調査」（2000 ～ 2004 年）

・ 技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロジェクト」（フェーズ１　2004 ～ 2007 年、

フェーズ２　2008 ～ 2012 年）

（4）他の援助機関の対応

2011 年以降、ドナーによる教育セクターへの支援コミットメントは急増している。2012 年

よりドナー支援による CESR が実施され、そのレビューの結果と提言は 2014 年中に教育セ

クター計画に反映される予定である。UNESCO、世界銀行、AusAID、DFID、British Council、
デンマーク、ノルウェー等は教育・人材育成支援の実施・準備を開始している。また、マル

チ・ドナーが出資する基金（Multi-donor Education Fund：MDEF）の支援による Quality Basic 
Education Programme（QBEP）は就学前教育、基礎教育、教育計画・行政強化・ノンフォーマ

ル教育分野で協力を実施しており、第 2 期（2011 ～ 2015、総額 6,500 万ドル）に入っている。

３．事業概要

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、ミャンマー国において初等教育の新カリキュラムに則った教科書・教師用指導

書・試験等の作成及び教員養成課程の新カリキュラム作成・教員に対する普及研修等を実施

することにより新カリキュラムの導入を図り、もって国際水準の学力達成に資する新カリ

キュラムの全面実施に寄与するものである。
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（2）プロジェクトサイト / 対象地域名

ミャンマー全国

（3）本事業の受益者（ターゲット・グループ）

カリキュラム開発者（教育省教育計画・訓練局カリキュラム課職員、教員養成校教官等　

約 50 名）、小学校教員約 18 万 7,000 名、教員養成大学教官約 1,200 名、小学校児童約 520 万名、

教員養成大学生徒約 1 万名

（4）事業スケジュール（協力期間）

2014 年 5 月～ 2019 年 9 月（5 年 5 カ月）

（5）総事業費（日本側）

約 14.5 億円

（6）相手国側実施機関

教育省教育計画・訓練局

（7）投入（インプット）

1）日本側

・長期 / 短期専門家

＜全体＞基礎教育改善、総括

＜カリキュラム・教科書・アセスメントコンポーネント＞

副総括（カリキュラム開発）、教科教育、教科書開発、アセスメント支援

＜教師教育コンポーネント＞

副総括（教師教育）、教員研修

・専門家活動経費

・ C/P の能力強化に関する会合開催経費（定期会合に関する費用を除く、両コンポーネン

ト共通）

・翻訳経費（最終校正にかかる経費は除く）

・PC、プリンター他事務機器

・本邦研修、第三国研修

2）ミャンマー側

・カウンターパート配置

・教科書・教師用指導書等成果物の採用に関する意思決定

・教科書・教師用指導書・アセスメントツールに関する編集担当者

・定期会合に関する経費（両コンポーネント共通）

・新カリキュラム検証のための小学校・教員養成大学の割り当て

・ 教科書・教員用指導書（ミャンマー語）・アセスメントツール等に関する最終校正にか

かる経費

・新教科書・教師用指導書・アセスメント等の印刷・配布
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・新カリキュラムに関する教員研修の最終成果品の印刷・配布

・小学校教員への新カリキュラム伝達講習にかかる経費（現職教員研修を通じて）

・プロジェクトオフィス（光熱費等を含む）

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

1）環境に対する影響 / 用地取得・住民移転

①カテゴリ分類：Ｃ

②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はない。

2）ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

開発する教科書等の成果物においてジェンダーに配慮したトピックや表現を用いる。

3）その他

特になし

（9）関連する援助活動

1）わが国の援助活動

・ 「基礎教育改善アドバイザー」（2012 ～ 2014 年）：教育省の政策への提言、教育省・他

ドナーとの調整

・円借款「社会経済開発支援借款」（2013 年）

・ 「教育セクター情報収集・確認調査」（2012 年～）：CESR における初等教育カリキュラ

ムの枠組み形成及び教師教育に関する技術支援

上記のほか、教員養成校建設に関する無償資金協力を検討中。

2）他ドナー等の援助活動

カリキュラムについては UNICEF が就学前教育、ADB が前期中等教育をそれぞれ支援

しており、本プロジェクトの対象である初等教育カリキュラムとの整合性を確保する。

４．協力の枠組み

（1）協力概要

1）上位目標

初等教育の新カリキュラムが全面実施
3
される。

【指標】

・新カリキュラムに則った授業時数が導入される。

・新カリキュラムに則った教科書が活用される。

・新カリキュラムに則った授業が実施される。

・新カリキュラムに則った試験が実施される。

・新カリキュラムに則った教員養成課程の新カリキュラムが実施される。

3
　 全学年で新カリキュラムが実施される状態を指す。2013 年 8 月時点の情報によれば、ミャンマー国教育省は初等教育の新カリキュ

ラムを全学年で一斉に導入するのではなく、学年ごとに毎年順次導入する予定である（1 年生は 2015 年から、2 年生は 2016 年か

らという形で導入。順次導入する期間は移行期間）。これに沿えば最後の 5 年生は 2019 年から導入されることとなり、新カリキュ

ラム全面実施となるのはプロジェクト期間終了後となる。
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2）プロジェクト目標

初等教育の新カリキュラムに則った教育活動が学校及び教員養成大学で実施される。
4

【指標】

・ 新カリキュラムに則った授業時数が、教育省の定めた新カリキュラム実施計画に

沿って導入される。

・ 新カリキュラムに則った教科書が、教育省の定めた新カリキュラム実施計画に沿っ

て活用される。

・ 新カリキュラムに則った授業が、教育省の定めた新カリキュラム実施計画に沿って

実施される。

・ 新カリキュラムに則った試験が、教育省の定めた新カリキュラム実施計画に沿って

実施される。

・ 新カリキュラムに則った教員養成課程の新カリキュラムが、教育省の定めた新カリ

キュラム実施計画に沿った形で実施される。

3）成果及び活動

＜カリキュラム・教科書・アセスメントコンポーネント＞

成果 1：新カリキュラムフレームワーク
5
が開発される。

【指標】

・新カリキュラムフレームワークが提案される。

・新カリキュラムフレームワークが教育省によって最終化される。

【活動】

1-1. CESR 等を通じて、新カリキュラムの方針策定に対する技術的支援を行う。

1-2. 教科の範囲を決定する。

1-3. 学習分野の目的・目標を決定する。

1-4. 各学年の学習分野の内容を選定する。

1-5. 学習分野の指導方針を決定する。

成果 2：新しい教科書及び教師用指導書が開発される。

【指標】

・新教科書及び新教師用指導書が提案される。

・新教科書及び新教師用指導書が教育省により最終化される。

【活動】

2-1.  CESR 等を通じて、新教科書及び新教師用指導書の作成方針に関する技術的支援を行

う。

2-2. 新カリキュラムの枠組みに基づき、各学年の教科書の内容範囲を決定する。

2-3. 新教科書及び新教師用指導書の開発手順を決定する。

4
　 新カリキュラム導入に必要な教科書、試験等が完成し活用され始めている状態を指す。ただし、上記のとおり全学年で導入は開

始していないので、「全面実施」とはしない。
5
　 各教科の範囲、目標、系統性等を定めたもの（日本の学習指導要領に近いイメージ）を想定している。本プロジェクト開始前に

CESR フェーズ 2 を通じて開発される見込みであるが、CESR フェーズ 2 の進捗が遅れた場合には本プロジェクトにて開発を行う。
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2-4. 新教科書の内容編集を行う。

2-5. 新教科書の構成を検討する。

2-6. 新教科書の最終校正を行う。

2-7. 新教師用指導書の内容編集を行う。

成果 3：新しい学力評価ツール（アセスメントツール）が開発される。

【指標】

・新カリキュラムに則った試験問題集

・同試験問題集の活用ガイドライン

【活動】

3-1.  CESR 等を通じて、新カリキュラムに則ったアセスメント（試験）に関する方針への

技術的支援を行う。

3-2.  新カリキュラムの考え方に則った試験問題集を作成する（一部は教師用指導書に含

める）。

3-3. 試験問題集の活用ガイドラインを作成する。

※ミャンマー教育省による試験関連制度の動向に応じて指標・活動を変更する。

＜教員教育コンポーネント＞

成果 4： 教員研修に関する政策に整合した形で、新カリキュラムに基づいた教員養成課程が

整備される。

【指標】

・教員養成校の新カリキュラムが提案される。

・教員養成校の新カリキュラムが教育省によって最終化される。

・教員養成校教官に対する評価結果（点数の増。具体的指標は案件開始６カ月後に決定）。

【活動】

4-1. CESR 等を通じて、教員養成政策・方針に対する技術的支援を行う。

4-2. 新カリキュラムの枠組みと現行の教員養成校のカリキュラムとの整合性を分析する。

4-3.  活動 4-2 の分析結果及び現在実施中の教員養成改革に基づいて、新しい教員養成カリ

キュラムを立案する。

4-4. 教員養成課程の教科書を改訂する。

4-5. 教員養成校教官に対する研修計画を策定する。

4-6. 教員養成校教官に対する研修を実施する。

4-7. 教員養成校教官に対する研修のモニタリング及び評価を行う。

※ ミャンマーでは教員養成課程を従来の 2 年制から 4 年制に延長する動きがあり、その決定時期及び内

容によって指標・活動を変更する。

成果 5：学校教員が新カリキュラムを理解するための活動が導入される。

【指標】

・学校教員が新カリキュラムを正しく理解するための研修パッケージが開発される。

・学校教員に対する伝達講習活動が教育省の定めたスケジュールに則って実施される。
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【活動】

5-1.  CESR 等を通じて、学校教員が新カリキュラムを理解するための活動に関する方針な

どに対する技術的支援を行う。

5-2. 現職教員研修などを通じた新カリキュラムの伝達講習の詳細計画を策定する。

5-3. 伝達講習のための教材を開発する。

5-4. 新カリキュラムの伝達講習実施を促進する。

4）プロジェクト実施上の留意点

・ 本プロジェクトは、根本となるカリキュラム枠組みの開発（教科の範囲・目標・系統性

の決定）（成果 1）、教科書・教師用指導書開発（成果 2）、カリキュラムで想定した学力

を的確に評価する試験問題（アセスメント）の開発（成果 3）により、カリキュラム・

教科書・試験の一貫性の確保を支援する。また、新カリキュラムの考え方を反映した教

員養成課程の改善（成果 4）、及び現職教員の新カリキュラムに対する理解促進（成果 5）
をも行う。これらにより初等教育の新カリキュラム開発・実施を包括的に支援するもの

である。

・ ミャンマー政府による新カリキュラム導入スケジュール、教員養成課程期間の延長決定

等はまだ正式決定されたものではなく、プロジェクト実施中も動向を注視し、状況に応

じて活動及び投入を柔軟に変更することが必要である。

（2）その他インパクト

特になし

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

（1）プロジェクト実施のための前提条件

・カリキュラム改訂の方針が維持される。

（2）成果達成のための外部条件

なし

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件

・ 本プロジェクトで提案された新教科書などが教育省によって承認され、計画どおり学校

現場で活用される。

・ すべての教育行政官が教育省に協力して新カリキュラムの考え方の拡充に向けて取り組

む。

（4）上位目標達成のための外部条件

・教育改革政策が維持される。
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６．評価結果

本プロジェクトは、ミャンマーの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

（1）「児童中心型教育強化プロジェクト ･ フェーズ 2」（2008 ～ 2012 年）終了時評価の提言と教

訓として、以下の点が挙げられた。

・ CCA の全国普及には、系統性に課題が見られるカリキュラム、それに基づいて開発され

た教科書を教育省の意図する新学力観に基づいたものに改善しなければ、根本的な教育改

革とはならない。

・ 生徒の学力向上に結びつけるためには、CCA に基づいた授業を実践できる人材を育成し

ておかなくてはならない。教師用指導書の定期的な改訂も必要である。

・ CCA 型授業のインパクトが最大限図られ、授業改善ニーズが教員に自覚させるためにも、

今後、試験内容が教育省の新学力観を反映させるように改めるべきである。

本プロジェクトはこれらの教訓に対応する形で、新カリキュラムの内容を教科書、教師用

指導書、試験までの一貫性を確保すべく支援するとともに、教員が授業で適切に実践できる

よう教員養成課程及び現職教員による新カリキュラムの理解促進までを支援対象に含めてい

る。

（2）教科書と教師用指導書を開発した「ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト」（2003 ～

2006 年）、フェーズ 2（2006 ～ 2011 年）の教訓として、技術移転対象者の能力と目標を踏ま

えた事業設計の重要性が挙げられている。本プロジェクトでは、プロジェクト設計段階でカ

ウンターパートの能力を十分に分析のうえ目標到達に必要な能力強化手法を設計し、カウン

ターパートの配置などの実施体制、開発スケジュールの策定に反映している。

８．今後の評価計画

（1）今後の評価に用いる主な指標

４．（1）のとおり。

（2）今後の評価計画

・事業開始 6 カ月以内 運営指導調査

・事業開始 2 年後 中間レビュー

・事業終了 6 カ月前 終了時評価

・事業終了 3 年後 事後評価
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第１章　調査・協議の経過と概略

１－１　プロジェクト形成の経過と概略

2011 年に発足したミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）新政権は、重点課題

の 1 つに基礎教育の拡充を掲げ、国際水準の教育を標榜し、教育基本法の制定や教育基本法の改

訂、学制改革や基礎教育行政の地方分権化等、大規模な教育改革に着手している。これに伴い

2012/2013 年度の教育予算額は前年度に比べて倍増しており（2011/12　3.17 億ドル→ 2012/13　6.54
億ドル）

1
、改革の着実な推進が期待される。

初等教育〔1 ～ 5 年生（G1-5）〕は、総就学率が 117％（世界銀行、2010）に到達した。一方、

中退率は学年が進むにつれ上昇し、最終学年では 23％（ミャンマー教育省、2011）に達する。

これは、家庭の貧困や親の季節労働等による影響と並んで、教育内容の質の低さや教員の能力不

足が学習に対する子どもの興味 ･ 関心を阻害していることも原因と考えられている。

わが国は、ミャンマーが ASEAN に加盟した 1997 年から、同国教育省が進める児童中心型教

育
2
（Child-Centered Approach：CCA）の導入を支援すべく、先方からの要請に基づきカリキュラム

提言や教員研修等、基礎教育の質的向上に資する協力を継続してきた。この結果、2000 年の初

等教育カリキュラム改訂で、理科・社会・総合学習の 3 科目の教師用指導書がわが国の提言を受

け導入された。さらに技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロジェクト ･ フェーズ 2」
（2008 ～ 2012 年）の終了後には、教育省の独自予算により協力成果品（教師用指導書）が全国

配布され、CCA 研修の全国展開も開始された。

しかし半数以上の教科で 10 年以上改訂されていない教科書に基づき授業が実施され、アセス

メントも依然として暗記中心の状況であり、「児童中心型教育（CCA）」の定着の障害となっている。

一方 2011 年以降、民政移管後の新政権下で国内の諸改革が急速に進み、それに呼応して教育

セクターの改革も進められようとしている。教育省はカリキュラムや教科書、教員養成・研修、

アセスメント等に係る制度改革を実施すべく、援助機関と協同で包括的教育セクターレビュー

（Comprehensive Education Sector Review：CESR, 2012-2014）を実施中である。

このようななか、JICA は 2012 ～ 2013 年にかけて「ミャンマー教育セクター情報収集・確認

調査」を実施し、CESR フェーズ１（2012 年 7 月～ 2013 年 3 月）の rapid assessment への貢献と

して教育セクターに関する情報をまとめた報告書を作成した。続くフェーズ 2（2013 年 3 月～

2013 年 12 月）の詳細調査では、設立されたワーキンググループのうち「初等教育カリキュラム」

及び「教師教育」ワーキンググループにコンサルタントを派遣し、初等教育カリキュラム改訂

に関する技術支援及び教師教育改革に関する提言をまとめている。これと並行して CESR フェー

ズ 2 で形成される予定の初等教育カリキュラムの枠組み（カリキュラムフレームワーク）に基づ

き初等教育の包括的な支援に関する要請がミャンマー政府よりわが国に対してあったことから、

JICA は 2013 年 6 ～ 7 月に詳細計画策定調査を実施し、技術協力プロジェクト「初等教育カリキュ

1
　 ミャンマー国教育セクター情報収集・確認調査ファイナルレポート p.20 表 2-1 の金額をチャットからドル換算（1 チャット＝

0.001025 ドル　2013 年 8 月時点）
2
　 児童中心型教育とは、教師の一方的な教え込みによる暗記型学習から転換して、子どもの興味・関心を重視した学習活動を展開

し創造的な思考力の発達をめざす教育アプローチである。子どもをとりまく環境に注目し、社会が直面するさまざまな問題や困

難をどう解決するかという問題解決学習を取り入れる。デューイ（20 世紀初頭の米国の哲学者）の教育理論に基づいており教育

の国際的潮流となっている。
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ラム改訂プロジェクト」の形成を行い、2014 年 1 月にミャンマー教育省教育計画・訓練局長と

JICA ミャンマー事務所長との間で討議議事録（Record of Discussions：R/D）を署名した。

１－２　詳細計画策定調査の概要

（1）目的

プロジェクトの概略（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、ミャンマー側 / 日本側

負担事項、実施体制、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC））についてミャン

マー教育省関係者と合意する。

（2）調査期間

本調査は 2013 年 6 月 26 日（水）から 7 月 4 日（木）の日程で実施された。

（3）調査団構成

総括 佐久間　潤 JICA 人間開発部　基礎教育グループ次長

カリキュラム改訂 西方　憲広 JICA 国際協力専門員

協力企画１ 松山　剛士 JICA 人間開発部　基礎教育第一課　主任調査役

協力企画２ 池田　亜美 JICA 人間開発部　基礎教育第一課

（4）調査日程

6/26 水 ヤンゴン着

6/27 木
在ミャンマー日本大使館との打合せ

JICA ミャンマー事務所との打合せ

6/28 金 CESR オフィスとの協議

6/29 土 団内打合せ

6/30 日 移動→ネピドー

7/1 月 教育省との協議

7/2 火 教育省との協議

7/3 水 教育省とのミニッツ署名

7/4 木

移動→ヤンゴン

JICA ミャンマー事務所報告

ヤンゴン発

（4）主要面談者

Dr. Mya Aye  教育大臣

U Ko Ko Tin  教育省教育計画・訓練局長

U Ko Lay Win  教育省教育計画・訓練局課長

Daw Tin Tin Shu  CESR Task Manager
Dr. Myint Thein  国家教育アドバイザー
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＜在ミャンマー日本大使館＞

松尾　秀明  参事官

有馬　純枝  書記官

＜ JICA ミャンマー事務所＞

田中　雅彦  所長

稲田　恭輔  次長

檀上　克人  所員

伊佐　康平  所員
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第２章　プロジェクト概要

２－１　プロジェクト概要

（1）案件名

初等教育カリキュラム改訂プロジェクト

The Project for Curriculum Reform at Primary Level of Basic Education

（2）期間

2014 年 5 月～ 2019 年 9 月（5 年 5 カ月）

（3）受益者

・直接受益者：カリキュラム改訂プロセスに携わる人材、小学校教員、教員養成大学教官

・間接受益者：全国の小学校児童、教員養成大学生徒

（4）対象地域

ミャンマー全国

２－２　基本方針

（1）コンセプト（付属資料１討議議事録（R/D）の ANNEX 1 参照）

過去の児童中心型教育（CCA）の教員研修の成果に立脚する形で、カリキュラム・教科書・

教師用指導書・アセスメント、教員養成大学での教員教育・学校教員への伝達講習を通じた

学校現場での実施まで、カリキュラム政策を包括的に支援する。

本プロジェクトは、次の 2 つのコンポーネントで構成される。

1）第 1 コンポーネント：カリキュラム・教科書・アセスメント

以下の「三層カリキュラム」の一貫性を持たせることを目的に、カリキュラム・教科書・

アセスメントの改善を行う。

① Intended Curriculum（国・政策レベルで定められたカリキュラム）

② Implemented Curriculum（教師が授業で実施したカリキュラム）

③ Attained Curriculum（児童により達成されたカリキュラム）

カウンターパート（Counterpart：C/P）については、カリキュラム担当、教科書開発担当

等と別々に設けず、教科別の C/P チームがカリキュラム・教科書・アセスメントすべてを

担当することで、上記三層カリキュラムの一貫性確保をめざす。

2）第 2 コンポーネント：教師教育

第 1 コンポーネントで開発されるカリキュラム・教科書・教師用指導書・アセスメント

ツール等を教員養成課程及び学校教育現場で導入・実践する。
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（2）ミャンマー政府による教育関連法が改正中であり、本来はその内容、施行時期を見た後に

本プロジェクトの基礎となる初等教育カリキュラムの改訂を行うべきであるが、ミャンマー

教育省はこれら教育関連法の改正と並行してカリキュラムの改訂を行う方針であることか

ら、本プロジェクトも同方針に従って、法改正を待たずに実施することとする。

（3）初等教育カリキュラムフレームワークも本プロジェクト開始時点では確定していない可能

性があるが、C/P の能力強化（特に初期に行われる教科書開発）については相当な時間を要

することが見込まれ、カリキュラムフレームワークの確定を待って開発作業を開始すると、

政治的に決定される新カリキュラム導入時期までに間に合わない可能性がある。そのため能

力強化に関する十分な期間を設けることを優先し、カリキュラムフレームワーク確定を待た

ずに本プロジェクトを実施する。

（4）初等教育カリキュラムフレームワークは CESR フェーズ 2 で検討中であり、かつ教員養成

校（Educational College：EC）の改革（2 年制から 4 年制への移行を含む）の動向も未定であ

ることから、ミャンマー政府の教育改革の動向に応じて柔軟にプロジェクトを運営する。具

体的には、Project Design Management（PDM）に示すプロジェクトの成果・評価指標及び活

動は案件開始当初の情報に基づいたものとするが、実施条件の整備状況に応じて随時変更し

ていくこととする。ただしスーパーゴール・上位目標・プロジェクト目標は変更せず、プロ

ジェクト期間を通して一貫したものとする。

（5）今後、ミャンマーでは小学校就学年齢が 5 歳から 6 歳に引き上げられる予定であり、学校

現場での 6 歳児への G1 新カリキュラム導入は 2015 年 6 月に施行が開始される可能性が高く、

その場合タイトなスケジュールとなるため、可能な限り早期にプロジェクトを開始すべく

R/D 締結などの手続きを早急に進めつつ、G1 の教科書・教師用指導書・アセスメントツー

ル等の開発に向けて日本人専門家の集中投入・C/P のフルタイム配置により、集中的に開発

作業を進める。（注：その後ミャンマー教育省は G1 新カリキュラムの導入時期を 2016 年 6
月に延期した）

２－３　対象教科

（1）プロジェクト開始時点においては、本プロジェクトの対象教科は現行の小学 1 ～ 5 年生

（G1-5）の全教科とし、下記 A、B のカテゴリーに分けて支援する。ただし初等教育カリキュ

ラムフレームワークが確定後、教科の区分・導入学年等が変更される可能性が高い。その場

合対象教科は同フレームワークで定めた教科に変更する（詳細は、付属資料 1 討議議事録の

ANNEX 3 参照）。
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現行の教科区分

Core-subject
・ミャンマー語・算数・英語

・総合学習（G1-3）：自然科学、道徳・公民、ライフスキル・初等理科（G4-5）
・社会（G4-5）：地理、歴史、道徳・公民、ライフスキル

Co-subject ・体育、芸術（美術・音楽）、農業

各教科に対する本プロジェクトの支援

カテゴリー 支援内容 対象教科（現行の教科区分）

カテゴリー A 主に長期専門家・本邦 / 在外 / 第三国研

修（技プロ内包化国別研修）により集

中的に技術支援を行い日本側が成果品

（教科書、教師用指導書等）に責任をも

つ。

対象教科は過去の開発調査及び CCA
プロジェクトで扱われた教科であり、

CCA プロジェクトの教師用指導書を

ベースとして新教科書開発を進めるこ

とを想定。

・算数

・ 総合学習（G1-3）のうち自然科学、

初等理科（G4-5）
・社会（G4-5）のうち地理、歴史

カテゴリー B 主に短期専門家・調査団による短期セ

ミナー・本邦研修（技プロ内包化国別

研修）等により、教科の考え方・目標

の立て方等の紹介を含めた支援を行う

が、成果品（教科書、教師用指導書等）

についてはミャンマー側が責任をもつ。

・ミャンマー語

・英語

・ 総合学習（G1-3）のうち道徳・公民、

ライフスキル

・社会（G4-5）のうち道徳・公民

・ライフスキル

・体育

・芸術（美術・音楽）

・農業

（2）英語の取り扱い

詳細計画策定調査における教育省との協議において、教育省からは「英語は Core-subject の
1 つであり、第二外国語としての日本の経験に基づいた技術支援を行ってもらいたいので、

カテゴリー A の対象教科としてほしい」との要請があった。しかし日本は、他国への英語教

育の支援経験がほとんどないこと、ミャンマーにおける英語の導入対象学年が流動的である

こと（G1 から開始する可能性もあり）等から、カテゴリー B として取り扱うことで合意した。

また必要であれば英語教育の知見を有する他ドナー（British Council 等）との調整を教育省側

で図るよう提案した。

（3）プロジェクト初年度の対象教科

2015 年 6 月からの G1 新カリキュラム導入に向けて（注：当時。その後 G1 導入は 2016 年

6 月に延期）、新教科書・新教師用指導書を急ピッチで開発する必要がある。一方、プロジェ

クト初期は、教科書の編集方針・仕様等決定すべき事項が多く、日々の開発作業を通じて教
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科書作成の理念を共有する C/P への集中的な技術支援が必要なことから、日本・ミャンマー

国側双方に過大な負担となることが想定される。

そのため G1 の改訂対象教科は Core-subject のうち、ミャンマー語（カテゴリー B）・算数（A）・

初等理科（A）の 3 教科のみとし、G1 で扱う他教科については、G2 全教科とともに時間をか

けて新教科書・新教師用指導書の開発を行うことで双方合意した。

２－４　プロジェクトの内容

詳細は、付属資料 1 討議議事録（R/D）の ANNEX 2. PDM を参照。

（1）スーパーゴール

児童の学習到達度が新カリキュラムの考え方に則った形で改善される。

新カリキュラムで定めた能力について、児童の学習到達度が改善される状態を想定する。

評価指標は全国統一試験の（素点ではなく）分析結果とする。

（2）上位目標

新カリキュラムが全国的に実施される。

（3）プロジェクト目標

基礎教育課程の初等レベル（G1-5）において、新カリキュラムに則った教育活動が学校及

び教員養成大学において実施される。

新カリキュラム導入時期は、最終決定されておらず流動的であること、プロジェクト実施

期間内に新カリキュラム政策が学校現場で全面実施されるのは G4 までであること（プロジェ

クト期間内にできるのは G5 導入の準備まで）から、プロジェクト目標は「新カリキュラム

が導入される」すなわち新カリキュラムの一部実施までにとどめ、プロジェクト終了数年後

に達成されるべき上位目標は「G1-5 の新カリキュラム移行期が終わり、全面実施されている」

状態と定める。

（4）コンポーネント・成果・活動

【カリキュラム・教科書・アセスメントコンポーネント】

教科別のワーキンググループを結成し、新教科書・新教師用指導書・新アセスメントツー

ルの開発を同時並行で行う。C/P は教科書・教師用指導書・アセスメントのすべてを担当す

る。

成果 1：新しいカリキュラムフレームワークが開発される。

2013 年 12 月まで実施される CESR フェーズ２を支援する形で、JICA は本プロジェクトに

先行して基礎情報収集・確認調査「ミャンマー教育セクター調査」を実施中であるが、同調

査コンサルタント 2 名（カリキュラム改訂・カリキュラム開発）の技術支援により、新カリ

キュラムフレームワークが決定される計画である。具体的には新教科書開発の基礎となる項

目（教科分類、教科目標、スコープ・順序、必要授業時間数等）を本プロジェクト開始前ま
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でに決定することを想定しているが、ミャンマー教育省による意思決定を伴うことからプロ

ジェクト開始前までに完了しない可能性がある。その場合には、本プロジェクト開始後日本

人専門家及び C/P とでこれら項目を検討し、ミャンマー教育省の検討を支援することとする。

成果 2：新しい教科書及び教師用指導書が開発される。

初等教育カリキュラムフレームワークで定めた教科について、「児童にとって理解しやすく

教員にとって教えやすい」新教科書の開発及び教員がわかりやすく授業を実施できるよう教

科書を補完する形の教師用指導書開発を行う。

後述のとおり少なくともプロジェクト開始 1 年目については、教育省が C/P のフルタイム

配置に同意していることから、集中的に長期・短期専門家を投入し、2015 年 6 月からの実施

に向けて 3 教科の新教科書・新教師用指導書の開発を急ピッチで進める。（注：後に G1 導入

は 2016 年 6 月に延期）。G1 の他教科は G2 の全教科とともに開発する。

新教科書及び教師用指導書の印刷・配布の費用及び実施はミャンマー側負担とする。負担

費用及び具体的な印刷・配布方法についてはプロジェクト開始後にミャンマー教育省と協議

する。

成果 3：新しいアセスメントツールが開発される。

新カリキュラムが適切に実施されているかどうか、すなわち新カリキュラムに則って授業

を実施した結果、児童が新カリキュラムのめざす学力を獲得しているかどうかを適切に測定

できるよう、学習達成度を測定するための良問サンプル集（R/D では“question item bank”と

記載）とその使い方に関するガイドラインを作成する。

【教師教育コンポーネント】

教員養成校への支援に関する成果４及び５については、現在ミャンマー政府で検討中の教

員養成校改革（2 年制から 4 年制への移行を含む）の動向が流動的であることから、政府の

方針が確定次第、活動と投入を柔軟に変更することとする。

成果 4：教員養成校の新カリキュラムが、教員研修に関する政策に則って、学校の新カリ

キュラムに基づいて開発される。

初等教育カリキュラムフレームワークに則って、教員養成校で行われる教員養成カリキュ

ラムの改訂及び教員養成課程で用いられる新教科書の開発を行う。教員養成カリキュラムは、

第 2 コンポーネントの C/P（教育省 DEPT 国内研修課のスタッフを想定）がカリキュラム策

定のスケジュール・枠組みなどを作成し、第 1コンポーネントのC/Pが教科に関するインプッ

トを行いながら作成することを想定している。教員養成校新教科書は毎年随時実施し、その

完全版はプロジェクト最終年に完成させる。

成果 5：教員養成校教官が新カリキュラムの考え方を習得する。

成果 4 と並行して、教員養成大学の教官が新カリキュラムの内容を理解するための研修実

施及びモニタリングを行う。
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成果 6：新カリキュラムの伝達講習が導入される。

新カリキュラムは、毎年１学年ずつ導入することを想定しているが、ミャンマー国内の全

小学校教員に対する新カリキュラム導入前の研修（伝達講習）を実施する。ミャンマー教育

省の有する既存の研修枠組み（CCA に関する全国研修）の活用を想定している。研修教材の

開発は日本側負担とし、全国研修の費用及び運営はミャンマー側負担とする。

（5）投入

【日本側】

1）専門家派遣（長期 / 短期）

業務実施契約コンサルタントにより実施する。特に本プロジェクトの主眼となる教科

書開発には日本の民間企業（教科書開発）を含めた体制（コンサルタント契約に含む）

に加えて、JICA 直営派遣専門家として、基礎教育改善専門家として CESR フェーズ 3
（2014 年 1 月～ 7 月）含めミャンマー教育省及び他援助機関との調整にあたる人材の派

遣を検討する。

・チーフアドバイザー

・基礎教育改善

・第 1 コンポーネントに関する専門家

‐ カリキュラム開発総括（各教科の教科書開発等の全体管理、教育省・他ドナーとの

調整等）

‐教科教育（国語、算数、理科、社会、音楽、体育等　必要に応じて）

‐教科書開発・デザイン（教科書の仕様決定・編集方針の策定支援）

‐アセスメント（アセスメントシステムの支援）

‐テスト問題開発（アセスメントツールの開発）

‐�データ分析（国家試験問題の分析手法等、アセスメントツールの妥当性検証のため

のデータ分析等）

・第 2 コンポーネントに関する専門家

‐教師教育総括

‐新カリキュラム実施のための研修プログラム開発

‐授業改善

・その他（必要に応じ）

2）専門家の活動経費

3） C/P 能力強化のためのセミナー・ワークショップ開催に関する経費（定期会合に関す

る費用を除く、両コンポーネント共通）。

4）英語、ミャンマー語の翻訳費用。ただし最終校正に関する費用は除く。

5）プロジェクトオフィスに関する機材の供与

6）本邦研修及び第三国研修の実施（必要に応じて）

7） その他の投入については、プロジェクト実施中に必要に応じて、ミャンマー教育省と

JICA との間で協議の上、決定する。
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【ミャンマー側】

1）C/P 配置

第 1 コンポーネント

・ 1 教科に少なくとも 4 名ずつ配置する。教育省カリキュラム課スタッフ 1 ～ 2 名、

教員養成大学の教官 1 ～ 2 名、小学校 / 中学校教員 1 ～ 2 名で構成する。1 年目はこ

れらの C/P についてフルタイムで配置することを詳細計画策定調査の協議でミャン

マー教育省と合意した。2 年目以降の配置方法については 1 年目の実績に基づき追っ

て検討することとする。

・教科書・教師用指導書・アセスメントツールに関する編集担当者の配置

第 2 コンポーネント

初年度は第 1 コンポーネントにより G1 の教科書開発などに集中投入すること、教

員養成校 4 年制化の動向が流動的であることなどから、C/P の配置についてはプロジェ

クト実施後に検討する（プロジェクトの 1 年目前半ごろ）。

2） プロジェクトにより開発された最終成果品（新教科書、新教師用指導書、新アセスメ

ントツール、新教員養成校カリキュラム、教員養成課程新教科書、伝達講習教材等）

の承認

3）定期会合の開催に関する経費（両コンポーネント共通）

4）新カリキュラム検証のための小学校及び教員養成校の割当

5）�教科書・教師用指導書・アセスメントツール等に関するミャンマー語最終校正にかか

る経費

6）�新教科書・教師用指導書・アセスメント等、関連するドキュメントの印刷・配布

7）新カリキュラムに関する教員研修の最終成果品の印刷・配布

8）小学校教員への新カリキュラム伝達講習にかかる経費

9）プロジェクトオフィスの設置（光熱費等を含む）

（6）実施体制

責任機関
教育省教育計画・訓練局

Department of Education Planning and Training（DEPT）, Ministry of Education

プロジェクト・

ディレクター
DEPT 局長

プロジェクト・

マネジャー
DEPT 副局長

コンポーネント・

マネジャー

・カリキュラム・教科書・アセスメントコンポーネント

教育省教育計画・訓練局（DEPT）カリキュラム課長（ヤンゴン勤務）

・教師教育コンポーネント

教育省教育計画・訓練局（DEPT）国内研修課長（ネピドー勤務）
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（7）合同調整委員会

役割及びメンバーは、付属資料 1 討議議事録（R/D）のとおり。
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第３章　評価 5 項目による評価結果

以下の観点から評価した結果、本プロジェクトの実施は適切と判断できる。

３－１　妥当性

・ミャンマー国の政策における妥当性

新政権の教育政策として大統領が発表した 10 項目の教育政策（The Guidance of the Head of 
State：10 points Education Policy）に基礎教育が重点項目として挙げられている。また、次期

国家開発計画策定に向けて 2012 年に発表された教育セクター計画では、「基礎教育初等レベ

ルにおける児童中心型教育（CCA）の効果的実施」が優先事項として挙げられている。この

ため本プロジェクトのミャンマー政府の政策との整合性は高い。

・日本の政策における妥当性

日本政府の対ミャンマー経済協力方針（2012 年）の三本柱の 1 つである「経済・社会を

支える人材の能力向上や制度整備のための支援」に教育支援が位置づけられている。よって

本プロジェクトの日本の政策との整合性は高い。

３－２　有効性

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から高いと見込まれる。

・プロジェクト目標の達成見込み

「新カリキュラムに則った教育活動がなされる」というプロジェクト目標に対して、現職

教員研修や教科書開発といった一要素に対する支援ではなく、カリキュラムの枠組みに対す

る支援（成果 1）、教科書及び教師用指導書（成果 2）・授業（成果 4 及び 5 の教員養成支援、

成果 6 の現職教員に対する伝達講習）、学力評価（成果 3）といったカリキュラム政策のす

べての要素に対して包括的に支援を行うことから、プロジェクト目標達成の見込みは高いと

いえる。

３－３　効率性

JICA は民政移管前から CCA 研修を含めて基礎教育に関する支援を継続してきたことでミャン

マー教育省は日本に対して同分野での協力に信頼を寄せており、それが本プロジェクトの要請に

つながっている。こうした信頼関係に基づいたプロジェクト実施は、効率性が高いといえる。

またミャンマー教育省は、過去の JICA の協力である CCA により CCA 研修を独自に実施して

きており、同研修の枠組み・運営に関するノウハウは本プロジェクトの新カリキュラム伝達講習

（現職教員向け）への活用が期待できることから、効率的な実施が想定される。また 2012 年に発

表された教育セクター計画では、「基礎教育初等レベルにおける CCA の効果的実施」が優先事項

として挙げられているなど、CCA に関する教育省関係者及び学校関係者に馴染みがある。その

ため CCA を教育システム全体に反映させようとする本プロジェクトの取り組みはミャンマー教

育関係者に障害なく受け入れられるものと見込まれる。よって効率性は高いといえる。
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３－４　インパクト

プロジェクト実施期間内に新カリキュラム政策が学校現場で全面実施されるのは G4 までであ

ること（プロジェクト期間内にできるのは G5 導入の準備まで
3
）から、プロジェクト目標は「新

カリキュラムが導入される」すなわち新カリキュラムの一部実施までにとどめ、プロジェクト終

了数年後に達成されるべき上位目標を「G1 ～ 5 の新カリキュラム移行期が終わり、全面実施さ

れている」状態と定めている。ミャンマー教育省の初等教育カリキュラムの改訂に関する方針が

維持されれば、上位目標の達成見込みは高いといえる。

３－５　持続性

本プロジェクトによる効果は、以下の理由によりプロジェクト終了後も継続されるものと見込

まれる。

（1）政策・制度面

新政権の教育政策として大統領が発表した 10 項目の教育政策（The Guidance of the Head of 
State：10 points Education Policy）に基礎教育が重点項目として挙げられており、2012 年に発

表された教育セクター計画では、「基礎教育初等レベルにおける CCA の効果的実施」が優先

事項として挙げられている。本プロジェクトは基礎教育分野で、かつ CCA を反映した教育を

担保すべく包括的な支援を行うものであり、教育基本法の下に位置づけられる初等教育カリ

キュラムの具現化を図るものである。よって政策面での持続性は高い。

（2）組織・財政面

ミャンマー教育省が大規模な教育改革に着手していることに伴い 2012/2013 年度の教育予

算額は前年度に比べて倍増しており（2011/12　3.17 億ドル→ 2012/13　6.54 億ドル）教育は政

策の重点であることを示している。今後の持続が期待できる。

３－６　結論

評価 5 項目の観点から総合的に判断した結果、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断され

る。ミャンマー国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計画の

適切性が認められることから、実施の意義は高い。また、有効性、効率性、インパクトに加え、

効果の持続性も高いと見込まれる。

3
　 新カリキュラムの導入時期延期により、プロジェクト期間内に学校現場で実施されるのは G3 までとなった。
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第４章　詳細計画策定調査団　団長所感

（1）本プロジェクトは、ミャンマーで現在急ピッチに進められている教育改革の動きに呼応し

た、極めて時宜を得たものである。かつ、本プロジェクトは、初等教育の全教科を対象に、

①カリキュラム改訂、②これに伴う新教科書・教師指導書の作成、③さらには新カリキュラ

ムの学校現場への導入・定着に不可欠な教員への研修、④そのための教員養成校のカリキュ

ラム改訂への協力、⑤学力の定着を確認するためのアセスメントツールの開発などを包含す

るもので、このことは、実質的にミャンマーの初等教育の根幹部分をすべて今後わが国の協

力によって改訂していくことを意味しており、その重要性、インパクトは極めて高い。教育

省（教育大臣）からも、本調査団面会時に、本プロジェクト実施にかかる、わが国への非常

に高い期待が表明された。

（2）他方、本プロジェクト実施の前提となる、教育基本法や基礎教育法の改訂、更にはカリ

キュラム改訂の前提となる学制変更については、いまだミャンマー政府による最終決定に

至っていないが、政策的要因により、2015 年からの新カリキュラム導入が確実視されてお

り、こうした状況が、本プロジェクト要請の背景にある。すなわち、プロジェクト実施の前

提となる諸条件が必ずしも整わないなかで、プロジェクトを進めざるを得ないことから、今

次調査において、プロジェクトの基本枠組みについてミャンマー側と合意したものの、今後

の諸条件の変化に応じて、案件のデザイン（PDM）を柔軟かつ迅速に見直していく必要があ

る。関係者は、プロジェクトの意義や、こうした特殊性に鑑み、従来型の協力方法にとらわ

れない柔軟な発想をもって本プロジェクトに取り組むことが求められる。

（3）上述のとおり、本プロジェクトは、一国の初等教育のあり方そのものを変更するものであ

り、多くのコンポーネントを包含する多様で大規模な活動を想定しており、理数科以外の教

科や、教科書のレイアウト等、さまざまな専門家の投入が求められる。したがって、わが国

の多様なリソースの結集が不可欠であり、日本国内での協力基盤の確保が重要となる。プロ

ジェクト開始にあたり、こうした体制確保の方法については、十分な検討を行う必要がある。

また、本プロジェクトの枠外の協力（本邦研修や CESR への専門家等）と、もう 1 つのプロ

グラムとして一体的な運用を進め、相乗効果を高めることが肝要である。また、KG や初等

教育と中等教育カリキュラムの整合性、教師教育との一貫性を確保する観点から、今後、KG
のカリキュラム改訂を支援予定の UNICEF 及び中等教育のカリキュラム改訂を支援予定の

ADB、教員教育を支援予定の UNESCO 等の各ドナーとは、引き続き緊密な情報共有を行って

いく必要がある。

（4）今回、教育省への教育政策（教育大臣）アドバイザーの派遣について、強い要請があった。

この背景には、これまでわが国が実施してきた教育支援への評価と本プロジェクトも含めた

今後の協力に対する強い期待の表れと考えられ、他の開発パートナーとの関係において、主

導的位置を確保する観点からも本プロジェクト実施の意義は非常に高い。したがって今後、

政策アドバイザーの派遣についても、ぜひ実現すべく、関係者間の調整を進めたい。
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